集会アピール
原子力空母の安全性は徹底的に検証されねばならない！

　横須賀の蒲谷亮一市長は６月14日に、ニミッツ型原子力空母の母港化計画について、「通常型空母はもはや存在しなくなると外相が断言したことを重く受け止める。通常型の可能性がゼロになったいま、その現実を直視し、原子力空母の入港をやむを得ないことと受け止め、必要な体制整備を日米両政府に求めて、本市も協議の場に参加して具体的に確立していきたい」と、原子力空母の母港化受入れを公式に表明しました。

　しかし、市長のこの判断は、果して正しい判断だと言えるでしょうか？　先ず、「通常型の可能性がゼロになった」という判断の根拠は、「通常型空母はもはや存在しなくなる」という麻生外相の「断言」だということですが、７月初めに来日して「横須賀の原子力空母の母港化による放射能事故の危険性」について講演した米国の資源安全保障研究所のゴードン・トンプソン事務局長は、「通常型空母は減少してはいるが、皆無というわけではなく、日本の市民が原子力空母は絶対に認めないと主張すれば、米国政府も再考せざるを得なくなるだろう」と示唆していました。

　実際、通常型と原子力型は、その安全性から言えば天地の差があります。通常型空母の事故は放射能を伴いませんが、原子力空母の事故は放射能を撒き散らすからです。だから1972年に米空母の母港化問題が起きた時に、当初母港化に反対していた長野市長が「やむをえぬ」と母港化受入れに転換した際の条件として、「原子力航空母艦の寄港は将来にわたってもないように特に配慮されたい」（昭和４７年１１月２１日付、横須賀市長から外務省アメリカ局長宛文書）と申し入れたのです。この条件は何時反故にされたのでしょうか？　蒲谷市長は日米両政府にこの約束の履行を本気で求めたのでしょうか？

  繰り返して言いますが、通常型と原子力型ではその安全性に天地の差があります。現に1986年４月のチェルノブイリ原発事故では周囲30ｋｍにわたって居住不能となり、600 万人以上の住民が放射能汚染地域と知りながら住みつづけざるを得ず、その地域では小児甲状腺ガンの急増が認められたと伝えられています。もし横須賀に入港した原子力空母が事故を起こせば、同様な被害が首都圏全域に拡がります。半径50km以内に2000万人を超える人間が住む首都圏の場合、被害の規模はチェルノブイリの比ではありません。原子力発電所を大都市近郊に造らないのは、この危険性を避けるためです。原子力空母の場合、狭い空間に設置された原子炉で高濃度の燃料を使用し、またテロ攻撃の標的になりやすいために、原子力発電所よりも危険性が高いと考えられます。それゆえに、原子力空母の安全性に対して徹底的な検証が必要で、いかなる危険性も見過ごしてはならないのです。事故が起きてからでは取り返しがつかないからです。

　しかし、日米両政府や横須賀市長のこれまでの言動を調べてみますと、地域住民の生活と生命の安全を守るという立場から原子力空母の安全性を慎重に検証したとは考えられません。むしろ、厳正な科学的な立場からの検証ではなく、日米両政府との関係から自己保身のための政治的判断が先行しているのではないでしょうか？

  しかし住民の生活と生命の安全を守ることこそは自治体の基本的な役割です。今こそ地域住民は自治体、首長と一つになって、一部の浅薄な政治的判断に対して、独自の立場から原子力空母の安全性を徹底的に検証すべき時ではないでしょうか？  自分たちの生活と生命を自分たち自身の手で守るために協力しましょう。
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